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近年の雇用対策の概要 

1　緊急雇用開発プログラム（10年4月、予算495億円） 
 ⇒雇用安定、人材育成 

　・雇用調整助成金 
　・特定求職者雇用開発助成金　）拡充等 （cf総合経済対策、予算規模約16兆円） 

2　雇用活性化総合プラン（10年11月、予算1兆円規模［15か月］） 
 ⇒雇用の安定に加え、雇用の創出、労働移動支援 【100万人規模の雇用の創出・安定を目指す】 

　・中小企業雇用創出人材確保助成金 
　・緊急雇用創出特別奨励金　　　　　　創設 
　・中高年労働移動支援特別助成金　　） （cf緊急経済対策、予算規模17兆円超） 
 

3　緊急雇用対策（11年6月、予算3,299億円） 
 ⇒中高年の非自発的失業者に焦点を当て、雇用機会の創出を最大の柱とした緊急の対策 

 【70万人を上回る規模の雇用・就業機会の増大】 
　・新規・成長分野雇用創出特別奨励金の創設 
　・人材移動特別助成金（中高年労働移動支援特別助成金を抜本的に拡充）の創設 
　・緊急地域雇用特別交付金の創設 

4　経済新生対策における雇用対策（11年11月、予算1兆円規模［15か月］） 
 ⇒中小企業の創業支援等による雇用の創出・安定、大規模なリストラの実施により 

 影響を受ける地域における雇用創出対策 
　・中小企業地域雇用創出特別奨励金 
　・特定地域・下請企業雇用創出奨励金　）創設 （cf経済新生対策、予算規模18兆円超） 
 

6　日本新生のための新発展政策における雇用対策（12年10月） 
 ⇒IT革命の飛躍的推進等4分野に重点を置いた新発展政策 

　・IT化に対応した総合的な職業能力開発施策の推進 
　・試行就業を通じた中高年齢者の就業機会の開発や高年齢者のミスマッチ解消のための職場のバリアフリー化推進事業の創設 
 （cf日本新生のための新発展政策、予算規模11兆円程度） 

7　緊急経済対策における雇用対策（13年4月） 
 ⇒雇用の創出とセーフティネット 

　・緊急雇用創出特別奨励金、新規・成長分野雇用創出特別奨励金の拡充措置等の延長 
　・中高年ホワイトカラー離職者向け訓練コースの充実やIT関連の能力開発・人材育成の推進 
　・改正雇用保険法の円滑な施行 
　・しごと情報ネットの実施 
　・雇用対策法等の改正法案の第151回通常国会での成立 

8　総合雇用対策（13年9月、予算8,771億円） 
 ⇒雇用の安定確保と新産業創出 

　雇用の受け皿整備 
　雇用のミスマッチの解消 
　・「しごと情報ネット」の拡充や「ハローワークインターネットサービス」の提供求人を全国に拡大するなど求人情報の積極的提供、ハローワー

クの開所時間延長 
　・キャリア・コンサルタントの養成等による能力・年齢のミスマッチの解消 
　・民間教育訓練機関等の民間活力を活かした多様な能力開発機会の確保・創出 
　セーフティネット整備 
　・緊急地域雇用創出特別交付金の創設 
　・訓練延長給付制度の拡充 
　・自営廃業者等に対する生活資金貸付制度の創設 

9　改革加速のための総合対応策における雇用対策（14年10月） 
 ⇒雇用のセーフティネットの拡充 

　不良債権処理の加速への対応 
　・不良債権処理就業支援特別奨励金の創設 
　新たな雇用の創出 
　・地域中高年雇用受皿事業特別奨励金の創設 
　民間による労働力需給調整の活性化・多様な就業形態への対応 
　雇用保険制度の見直し 
　離職者に対する対応 
　「産業再生・雇用対策戦略本部」の設置 

10　改革加速プログラムにおける雇用対策（14年12月、予算5,130億円） 
 ⇒経済・社会構造の変革に備えた雇用のセーフティネットの構築 

　雇用再生集中支援事業の創設 
　・不良債権処理就業支援特別奨励金の抜本的拡充 
　早期再就職者支援基金事業の創設 
　市場のニーズに沿ったキャリア形成の支援やマッチング機能の強化 
　・早期再就職専任支援員による就職支援の実施 
　・雇用関係情報の積極的提供 
　新たな雇用の創出及び雇用の安定確保 
　・地域雇用受皿事業特別奨励金の創設 
　・受給資格者創業支援助成金の創設 
　・緊急地域雇用創出特別交付金事業の拡充・効果的活用 
　・緊急対応型ワークシェアリングの実施に対する助成措置の拡充 
　雇用環境が特に厳しい層のための就職支援の強化 
　離職者に対するきめ細かい対応 

5　ミスマッチ解消を重点とする緊急雇用対策（12年5月） 
 ⇒成長産業に必要な人材の早期育成、就職促進 【35万人程度の雇用・就業機会の増大の現実化】 

　・情報通信技術や介護関連分野の職業訓練 
　・新規・成長分野雇用創出特別奨励金　　　）拡充 
　・学卒未就職者の採用後の能力開発の支援の創設等 
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